
 

令和３年度 自己評価・学校関係者評価  【教務部】 

                                       岐阜県立恵那南高等学校 学校番号 ５０ 

Ⅰ 自己評価 

１ 学 校 教 育 目 標 
社会的･職業的自立に向けた基礎となる資質や能力を培い、知･徳･

体の調和のとれた心豊かな地域社会人の育成を図る。 

 

２ 評価する領域・分野 ◇教育課程・学習指導 

３ 現状、生徒及び保護者等を 
 対象とするアンケートの結 
 果分析等 

・「熱心に学習指導･生徒指導などに取り組んでいる先生が多い」96
％、「専門的知識が豊富であり、授業内容について信頼できる先生
が多い」95％、「授業の教え方や説明がわかりやすい先生が多い」 
93％と、教員の学習指導に対する生徒の評価が非常に高く、年々向
上してきている。 

・「本校では、ＩＣＴを活用した学習活動や協働的な学びの機会、オ
ンライン等での学習支援などがあり、それが学習の理解につながっ
ている」88％は昨年度の同趣旨の質問に対する80％から向上してお
り、教員のＩＣＴ機器活用技術等が向上し、生徒の評価も高まって
いる。 

・「本校では、外部講師の講演や様々な体験活動等、授業以外の学習
機会や学校行事の有無、実施方法等について、新型コロナウイルス
感染症対策等を講じ、生徒の安全を最優先として適切に計画してい
る」といった新型コロナウイルス感染症に関する対応については生
徒98％、保護者97％が当てはまるとしており、新型コロナウイルス
感染症に関する対応については高い評価をしていただけている。 

４ 今年度の具体的かつ明確な
  重点目標 

◇ 入学定員減に伴う教育課程の見直し。新学習指導要領に対応した教
育課程の完成。観点別評価導入に向けての準備。 

◇ ＩＣＴ機器等の活用による学力の向上。 

５ 重点目標を達成するための
  校内における組織体制 

・カリキュラム委員会だけでなく、デュアルシステム準備委員会も立ち
上げ、教科会なども活用して幅広く意見を求め、検討する。 

・事務部の協力を受けてＩＣＴ機器、タブレット等の導入に伴う環境整
備をし、職員研修担当者、情報化推進担当者と協力しながらＩＣＴ活
用等を推進する。 

６ 目標の達成に必要な具体的な取組 ７ 達成度の判断・判定基準あるいは指標 

（１）カリキュラム委員会、デュアルシステム準
備委員会、各教科会などの実施。 

（２）ＩＣＴ、オンライン授業等に関する研修 
会、授業公開週間などの実施。 

（１）新教育課程の完成と準備状況。観点別評価導入
に向けての準備状況。 

（２）授業におけるＩＣＴ機器の活用状況。 

８ 取組状況・実践内容等 ９ 評価視点  10  評 価 
・カリキュラム委員会だけでなく、デュアルシス
テム準備委員会、各教科会等を実施し、新教育
課程移行への準備を行った。 

・ＩＣＴ活用に関する研修会や情報提供を行い、
ＩＣＴ活用に重点を置いた授業研究週間を実
施した。 

①新教育課程への移行の準備が
できたか。 

②職員のＩＣＴ活用の意識を高
め、活用を促進することができ
たか。 

 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 

 
 
 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 

11 
成
果
・ 

課
題 

○新学習指導要領に対応し、本校の特色も活かした教育課程を編成できた。 

○職員のＩＣＴ活用の意識を高め、多くの授業でＩＣＴ機器が活用されている状
況を作ることができた。 

○デュアルシステム、観点別評価導入等、新教育課程への移行準備が進展した。 

▲学習指導要領改定に伴う令和４年度からの新教育課程実施に向け、さらなる準
備が必要である。 

▲年々追加される様々なＩＣＴツールに対するより有効な活用方法の研究や習得
が必要である。 

 総 合 評 価 
 
 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 
 
 

12 来年度に向けての改善方策案 
・学習指導要領改定に伴う令和４年度からの新教育課程実施に向け、準備・研究を行う。 
・研修会、授業研究週間などを充実させ、ＩＣＴ機器の活用を推進する。 



 

 

Ⅱ 学校関係者評価       実施年月日：令和４年２月１４日 

【意見・要望・評価等】 

 

・今年度の重点目標に ICT 機器の活用による学力の向上が掲げられている。この取組に対して学校評価 

アンケートでも良い結果が表れており高く評価できる。 

・ICT を活用した教育活動を進めているが、生徒の理解度や応用力についての評価も大切である。授業 

中に理解したことが、その後の学力として定着しているかを確認したい。 

・生徒の主体性をさらに育むような取組を推進したい。 

・ドローンや演劇ワークショップなど特色ある教育活動を大切にしてほしい。 

・学校評価アンケートの結果から、職員が熱心に学習指導に取り組んでいることや、生徒たちに寄り添 

う姿勢で関わっていることがよく分かる。 

・「総合的な探究の時間」だけでなく、全教科について「探究活動」の工夫をどのようにしているか職 

員間で研修するとともに、外部に対して本校の「探究活動」「探究教育」をアピールするとよい。 

・令和５年度に始まるデュアルシステムにおいて、生徒や保護者にとって魅力ある事業所や企業が参画 

することを期待している。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 


